
 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度 
 

事務事業別予算概要書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務部関係） 

 



 



平成３１年度事務事業シート（計画）目次
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第１節　個の力が発揮でき、人の力で発展していくまち　－人づくり－

①一人ひとりの人権が大切にされる共生のまち

1-1 だれもが個性と能力に応じて活躍できる地域社会の形成

101 1 平和行政推進事業 総務課 ・・・・・・・ 1

第２節　安全で安心な暮らしを地域で支えあうまち　－安心づくり－

③災害や犯罪などのリスクに強い安全なまち

2-8 自然災害に強いまちづくりの推進

208 2 災害対策事業 危機管理課 ・・・・・・・ 2
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210 2 交通安全推進事業 危機管理課 ・・・・・・・ 5

第５節　新たな発想を活かした自立と協働のまち　－自立のまちづくり－
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5-2 多様な市民参画の仕組みづくり
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502 2 県議会議員選挙事務 選挙管理委員会事務局 ・・・・・・・ 7

502 3 市議会議員選挙事務 選挙管理委員会事務局 ・・・・・・・ 8

502 14 参議院議員選挙事務 選挙管理委員会事務局 ・・・・・・・ 9

②信頼される行政経営

5-4 効率的な行政経営の推進

504 4 人事管理事務 職員課 ・・・・・・・ 10

504 5 職員研修事務 職員課 ・・・・・・・ 11
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

事
業
費

千円 千円

その他 千円 千円

1,327 千円

千円

千円事業費合計（A) 1,077 千円 1,358 千円

千円 千円

地方債

千円

一般財源 1,077 千円 1,358 千円 1,327 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

千円 千円

千円

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　平和に関する意識の醸成及び被爆体験の継承を成果目標とするが、意識の醸成等の変化を指標化
することは困難なため、成果指標を設定していない。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　平和事業の推進（４６５千円）
　　　　　核兵器廃絶と恒久平和の実現のため、市民や他自治体と連携して平和活動を展開する。
　　　　(1)　平和団体との連携
　　　　　　ア　日本非核宣言自治体協議会、平和首長会議への加盟
　　　　　　イ　平和活動団体等が主催する平和行事への参加
　　　　(2)　平和に関する啓発
　　　　　　ア　戦没者追悼式並びに平和祈念式典の開催（社会福祉
　　　　　　　課と共催）
　　　　　　イ　巡回原爆展等による平和に関する啓発活動
　　　　　　　　市内公共施設を巡回する原爆パネル展の開催や、核
　　　　　　　兵器廃絶に向けた署名活動等により、市民の平和に関
　　　　　　　する意識啓発を図る。
　　　　　　ウ　原爆の日及び終戦記念日における黙とうの呼びかけ
         (3)　被爆・戦争体験等の継承
　　　　　　ア　原爆被爆体験の継承
　　　　　　　　市民が行う平和学習会等に被爆体験証言者を派遣し、被爆体験の継承を図る。

　　　２　都市宣言デジタル表示盤保守点検業務（４９８千円）
　　　　　市役所本庁入口に設置し、平和へのメッセージ等を表示している都市宣言デジタル
　　　　表示盤について、保守点検業務を委託する。
　
　　　３　原爆被爆資料保存事業等への支援（３６４千円）
　　　　　東広島市原爆被爆資料保存推進協議会が実施する事業
　　　　に対し、補助金を交付する。
　　　　(1)　平和学習バスの運行
　　　　(2)　原爆被爆資料の展示等
　　　　　　ア　常設展示室の運営（所在地：市民文化センター2階）
　　　　　　イ　東広島市原爆展（特別展示）の開催
　　　　(3)　被爆証言活動

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

平和学習会等に係る講師派遣回数 回 3 10 10

巡回原爆展の実施 件 6 10 10

目　的
（何のために）

　 平和・非核兵器に関する情報収集、情報提供、各種行事の開催等により、市民の平和及び核兵器廃
絶に対する意識の高揚を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民等

所　属 総務部　総務課　行政経営係 総合計画施策体系 1

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 101 1 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

事務事業名 平和行政推進事業 一般会計 ソフト

学校での原爆被爆体験証言の様子

平和学習バス
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総務部　危機管理課　防災対策係 総合計画施策体系 8

事務事業名 災害対策事業 混在

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 2 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　市民の安全・安心を確保することを目的に、防災情報の伝達体制を強化し、総合防災訓練の実施、
防災啓発活動の推進等を通じ、「自助」「共助」「公助」による防災体制の確立を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民等

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　防災意識の啓発（５,３３８千円）
　　　　(1)　地域防災計画等の製本・配布（1,062千円）
　　　　　 計画を改定し、製本・配布することで、市、防災関係機関、市民の役割等の周知を行う。
　　　　(2)　出前講座及び防災教育の実施（4,276千円）
　　　　　 地域や学校等で防災知識を普及する講座を開催し、「自助」・「共助」の推進を図る。
　　　２　災害対策用資機材等の整備（８,７６３千円）
　　　　(1)　要配慮者対策用資機材の拡充（1,520千円）
　　　　　 高齢者等の要配慮者が避難所生活での負担を軽減できるよう資機材を拡充する。
　　　　　 （パーティション、段ボールベッド等）
　　　　(2)　避難生活者等に対する食料等の備蓄（481千円）
　　　　　 災害用備蓄物資購入計画に基づき、計画的に食料等を配備する。
　　　　　 （飲料水、アレルゲン除去粉ミルク等）
　　　　(3)　応急対応用資機材等の整備・維持管理（6,762千円）
　　　　　 災害時の応急対応に必要な資機材等を整備し、維持管理を行う。
　　　　　 （簡易トイレ、土のう袋、ブルーシート、まさ土等）
　　　３　総合防災訓練等の実施による関係機関との連携強化（６,１９２千円）
　　　　(1)　総合防災訓練の実施（5,643千円）
　　　　　 市、防災関係機関及び自主防災組織等が相互に緊密な協力体制を確立するとともに、
　　　　市民等の防災意識の向上を図るため、官民一体となって、訓練を実施する。
　　　　(2)　防災会議等の開催（549千円）
　　　　　 地域防災計画等の実施を推進するため、防災関係機関等による会議を開催する。
　　　４　防災情報の伝達力強化と普及促進（８３,５７８千円）
【新】　(1)　緊急告知放送難聴対策の実施（13,860千円）
　　　　　 ＦＭ東広島と協働で放送施設を強化し、ＦＭ難聴地域へ情報発信力を強化する。
　　  　(2)　緊急告知ラジオ・防災メール等による情報伝達力の強化（66,688千円）
【新】　 ・緊急告知ラジオの配布対象者の拡充により、情報伝達力を一層強化する。
【新】　 ・公開型河川カメラや避難所看板を整備し、視覚的で実効性のある避難誘導を促す。
【新】　 ・難聴地域等への緊急通報システムを構築し、情報補完体制を強化する。
　　  　(3)　防災・減災費用保険制度の活用（3,030千円）
　　　　　 風水害時等、避難情報を発令した際に、市負担経費を一部補償する保険に加入する。
　　　５　情報伝達設備等の維持管理及び情報連絡体制の確保（２８,６６２千円）
　　　　　全国瞬時警報システム(Ｊアラート)や、ＦＭ放送冗長化設備、河川監視カメラ、衛星携帯
　　　 電話等の維持・保守管理を行う。

70

緊急告知ラジオ普及数 台 11,512 14,000 16,000

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

説明会・出前講座開催回数 回 50 65

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　災害時における初動体制の早期確立や現場との情報共有・連携強化により、迅速な災害対応を実現
することで、災害時に市民の生命・身体を保護するとともに、被害を最小限に留める「減災」効果を目指
す。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 44,047 千円 59,151 千円

地方債 千円 9,000 千円

千円 1,249 千円その他 469 60,483 千円

132,533 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 43,578 千円 48,902 千円 72,050 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円
千円

一般財源 1,994 千円 13,675 千円 4,519 千円

事
業
費

千円 千円

その他 20,227 千円

24,746 千円 千円
千円 千円財

源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,668 千円 17,927 千円

地方債 千円 千円

千円 4,252 千円4,674

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

 
　自主防災組織の結成と育成支援により、地域の防災活動が活発化することで、市民の防災意識醸成と
地域防災力の向上を図る。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
自主防災組織　組織率
（世帯割合）

％ 95 100 100  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

2,503

説明会・出前講座開催回数 回 50 65 70

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

新規自主防災組織構成世帯数 世帯 641 4,079

目　的
（何のために）

　大規模災害に備え、地域住民が連携した防災活動を行う「自主防災組織」を結成し、日頃の訓練活動
等を通じた地域防災体制を確立することを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　地域組織（住民自治協議会・自主防災組織）

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　自主防災組織の結成推進
　　　　　住民自治協議会を主体とした自主防災組織の結成を促進し、地域防災力の向上を図る。
　　　　　自主防災組織の結成促進や市民の防災知識の向上を目的に、地域での説明会や出前
        講座などを実施する。

　　　　　自主防災組織の状況（世帯割合）
　　　　　組織率 ： 30.3％ （H26.3末）  ⇒　96.29％ （H31.1末）
　　　　　平成31年度末までに100％をめざす。

　　　２　資機材の貸与（６,９９３千円）
　　　　　新たに結成された自主防災組織に対し災害時の
　　　 防災活動に必要な資機材を配備する。
　　　　　資機材の数量は、世帯数規模に応じる。

　　　　　配備資機材（例）
　　　　　・機　 材 ： 資機材収納倉庫、消火器、ヘルメット、
　　　　　　　　　　　　強力ライト、スコップ、メガホン等
　　　　　・資　 材 ： 土のう袋、ブルーシート、木杭

　　　３　自主防災活動の推進（１７,７５３千円）
【新】  (1)　防災活動リーダーの養成（4,790千円）
　　　　　　 自主防災組織による自発的な防災活動を活性化させるため、地域における様々な
　　　　　災害対応を率先して実行できる防災活動リーダーを養成し、共助機能の強化を図る。
　　　　(2)　防火防災訓練災害補償等共済制度への加入（192千円）
　　　　　　 自主防災組織が主催する訓練（初期消火、避難等）に対応した保険。
　　　　　地域が主体となった訓練実施を支援する。
　　　　(3)　災害対応資材の補充（土のう袋などの現物）（3,391千円）
【新】  (4)　防災まちあるき、情報伝達支援、防災資機材更新交付金（9,380千円）
　　　　　　 自主防災組織の日頃からの防災活動や災害時の連絡体制などを支援する。

所　属 総務部　危機管理課　防災対策係 総合計画施策体系 8

事務事業名 自主防災組織育成事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 3 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

0
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80

100

22 23 24 25 26 27 28 29 30

（％）

（年度）

自主防災組織の組織率
95.1 96.3
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総務部　危機管理課　生活安全係 総合計画施策体系 10

事務事業名 防犯推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 1 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　防犯関係団体等との緊密な連携により、市民の防犯意識の高揚や、自主防犯活動を育成するととも
に、防犯灯の設置により犯罪等の未然防止を図り、安全・安心なまちづくりを目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民、市内の事業所

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　防犯灯維持管理（５９,３１１千円）
　　　　　既設の防犯灯約１５,４００基の電気代負担及び修繕を行う。
　　　２　防犯灯設置費補助（１,５２５千円）
　　　　　住民自治協議会等が設置する、防犯灯設置費用の一部助成を行う。（９５基）
　　　３　通学路防犯灯設置（４,４００千円）
　　　　　小・中学校からの要望により、通学路へ防犯灯の設置を行う。（４０基）
　　　４　特定防衛施設周辺整備事業防犯灯設置（３,０００千円）
　　　　　対象地域要望により、防犯灯設置を行う。（５２基）
　　　５　防犯・暴力追放運動の推進（９,５９６千円）
　　　　　地域住民による自主防犯活動の促進や、青少年の非行活動を防止するため、次の活動
    　　を支援する。
　　　（１）　東広島市防犯連合会（6,900千円）
　　　　　ア　趣旨：昭和３５年設立。市域の安全運動を推進し、地域住民の被害防止と防犯意識の
              高揚を図る。
　　　　　イ　構成員：地域安全推進員、わがまちの安全をまもり隊、青色回転灯防犯パトロール隊ほか
　　　　　ウ　平成３１年度活動計画
　　　　　　　啓発活動（防犯教室、自転車盗難防止啓発）、防犯ボランティア交流会
　　　　　　　小学校登下校時の見守り活動、青色回転灯パトロール隊活動の支援など
　　　（２）　東広島市暴力監視追放協議会（560千円）
　　　　　ア　趣旨：昭和５４年設立。暴力追放活動を推進し市民の暴力団排除意識の高揚を図る。
　　　　　イ　構成員：不動産業、タクシー協会、ホテル・旅館、個人会員ほか
　　　　　ウ　平成３１年度活動計画
　　　　　　　会長杯（ＣＰカップ）の少年サッカー大会、暴力追放・排除・進出阻止に向けた街頭パレ
　　　　　　ード、市内高等学校での暴力団・暴走族加入阻止及び薬物乱用防止の講話など
　　　（３）　市民安全を推進するための体制の強化（2,136千円）
　　　　　　 不当要求等の事案に対する対応及び職員に対する研修
            等の実施

15,623活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

防犯灯設置数 基 15,300 15,438

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　 犯罪認知件数の目標値については、「減らそう犯罪」広島県民総ぐるみ運動の第４期の行動計画と
して、策定された「めざそう！安全・安心・日本一」ひろしまアクションプラン（Ｈ２８～Ｈ３２）の推進指標
に基づいて算定したもの。このプラン期間中の減少率の９．５％を平均すると、１年で１．９％の減となる
ことから、平成３１年度の目標値数は、平成３０年目標（１，１３８件）比の１．９％減の１，１１６件とした。
【マイナス目標設定】

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

犯罪認知件数（暦年） 件 1,022 1,138 1,116  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 1,370 千円 1,871 千円

事業費合計（A) 61,170 千円 84,173 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

77,832 千円 千円

3,071 千円 千円

千円

千円

一般財源 59,800 千円 82,302 千円 74,761 千円

事
業
費

千円 千円

平成30年度CPカップ
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 13,192 千円 14,822 千円 15,415 千円

事
業
費

千円 千円

千円

15,415 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 13,192 千円 14,822 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　第10次東広島市交通安全計画（Ｈ28～32）において目標としている、交通事故発生件数を平成32年
までに620件以下とすることを成果指標とする。
　なお、1年あたりの減少率は、約5.36％としている。
　【マイナス目標設定】

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

交通事故発生件数（暦年） 件 650 693 655  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

140活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

交通安全教室（小・中学校、幼稚園、保育所、
高齢者）の開催回数

回 128 130

目　的
（何のために）

　第10次東広島市交通安全計画（Ｈ28～32）に基づき、交通安全関係団体や道路管理者等と連携し、
交通安全意識の普及啓発を推進することで、交通事故防止を図り、安全・安心なまちづくりを目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内に居住、若しくは通勤、通学している者

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　交通安全啓発活動及び早朝街頭指導（１５,０２０千円）
　　　（1）　交通安全運動の実施
　　　　　民間団体と一体となった啓発活動を展開するため、交通安全連絡会議を開催する。
　　　　　春・夏・秋・年末の各季に交通安全運動を実施し、市民への啓発活動を行う。
　　　　　東広島市交通安全の日（1日・11日・21日）に啓発活動を行う。
　　　　　市内9高校の学生に対して、自転車マナーアップ広報を行う。
　　　（2）　交通安全教室の開催
　　　　　小・中学校、幼稚園、保育所で交通安全教室を開催する。
　　　（3）　いのちの授業の開催
　　　　　高校において生命のメッセージ展と被害者遺族による講演会を開催する。
　　　（4）　交通安全CMコンテストの開催
　　　　　市内4大学の学生に対して、「交通安全」をテーマとしたCMを募集することで、CM制作を通じ
　　　　て運転者としての社会的責任の自覚を促す。
　　　（5）　高齢者の交通事故抑止対策の推進
　　　　　参加・体験型の交通安全教室を開催し、高齢者の運転技術の修得を促進するとともに、俊敏
　　　　性トレーニング機器「クイックステップ」を新たに導入し反射神経測定を行うほか、健康体操を活
　　　　用した交通安全教育を行い、加齢に伴い低下する運動機能の確認と向上を目指す。
　　　（6）　交通指導員を配置し、小学校区毎に児童等へ早朝街頭指導を行う。
　　　（7）　交通指導補助員（ボランティア）を募集し、交通安全教室の充実を図る。

　　　２　交通安全調整会議の開催
　　　　　交通安全に関する道路関連事業を効果的に実施するため、関係機関と連携し、交通事故現
　　　　場での検討及び調整会議を開催する。
　　　　　また、交通事故が多い交差点の危険度診断を行い、ホームページ等で事故件数及び事故原
　　　　因等を公表し、市民への注意喚起を促す。
　
　　　３　交通安全関係団体の活動支援（７８千円）
　　　　　東広島市交通安全母の会の活動支援を行い、交通安全
       　意識の高揚を図る。

　　　４　暴走族等追放運動推進会議の開催（３１７千円）
　　　　　青少年の健全な育成を図り、関係機関が連携して暴走族等
　　　　の根絶を推進する。

所　属 総務部　危機管理課　生活安全係 総合計画施策体系 10

事務事業名 交通安全推進事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 210 2 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

平成30年度年末交通安全出発式
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 1,611 千円 1,977 千円 1,790 千円

事
業
費

千円 千円

千円

1,790 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 832 千円 千円

事業費合計（A) 2,443 千円 1,977 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　主に高等学校を対象とした出前講座の実施により、受講者の選挙に対する関心度の向上を図ってい
ることから、若年層投票率を一つの成果指標として設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

若年層投票率（18・19歳） ％ 25.08 - 30.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

2,500人（17回）活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

出前講座参加人数（回数） 人・回 2,366人（１6回） 2,500人（16回）

目　的
（何のために）

　民主主義の基盤である選挙が明るく行われるために、有権者の意識向上に対する啓発活動を行い、
投票率の向上及び明るい選挙の推進を行う。また、若者の選挙に対する意識向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　有権者（将来の有権者含む）

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　常時啓発活動（９８９千円）
　　　　（1）　公立高校７校、私立高校２校、特別支援学校２校に
　　　　　　おける出前講座を積極的に実施する。
　　　　（2）　希望する小学校、中学校、大学に出前講座を実施し、
           　選挙に対する関心を高める。
　　　　（3）　明るい選挙の歌を活用した出前講座を実施する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小学校における模擬投票状況）
　　　２　未来の有権者に対する啓発活動（１２２千円）
　　　　（1）　小・中・高校生を対象にした選挙啓発ポスターを募集する。
　　　　（2）　生徒会役員選挙における選挙機材（投票箱・記載台）の貸出を行う。
　　　　（3）　１８歳連絡協議会を開催する。

　　　３　明るい選挙の推進（３６１千円）
　　　　（1）　明るい選挙推進協議会 理事会を開催する。
　　　　（2）　明すい協だよりを発行（２回／年）する。
　　　　（3）　各種研修会へ参加する。

　　　４　イベントにおける啓発活動（３１８千円）
　　　　　成人を祝う会において、記念品等を入れる手提げ袋に選挙の広告を掲載する。また、
　　　　明るい選挙推進キャラクター「めいすいくん」と一緒に記念撮影を行うブースを設置し、
　　　  新成人が選挙に対して関心を高める活動を実施する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（めいすい君と記念撮影）

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

事務事業名 選挙啓発事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 1 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

事務事業名 県議会議員選挙事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 2 新規・継続 新規

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　平成31年4月29日任期満了に伴う広島県議会議員選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　県議会議員選挙の有権者

事業の概要
及び

H31活動計画

　
       県議会議員一般選挙　定数：４名（東広島選挙区）
　　　告示日：平成３１年３月２９日　選挙期日：平成３１年４月７日

　　　１　非常勤職員報酬（４,８６６千円）
　　　　　開票管理者・投票管理者・投票立会人・期日前投票管理者・期日前投票立会人等に
　　　　対する報酬

　　　２　期日前・当日投票事務に係る経費（１１,２６４千円）
　　　　　期日前・当日投票システム保守（794千円）、投票所等借上料（1,090千円）
　　　　　期日前投票所ユニットハウス賃貸借（794千円）
　　　　　期日前投票事務臨時職員賃金（3,864千円）
　　　　　当日投票事務非常勤報酬（1,572千円）、期日前・当日投票所設営（1,520千円）
　　　　　投票所等事務費（1,630千円）

　　　３　ポスター掲示場設置撤去（２,２４４千円）
　　　　　公営ポスター掲示場設置撤去費（市内512カ所）

　　　４　開票事務に係る経費（８,９７８千円）
　　　　　開票所設営撤去費（1,990千円）、交付機等点検業務（1,253千円）
【新】    読取分類機等購入（5,735千円）

　　　５　選挙啓発に係る経費（７６３千円）
　　　　　選挙公報新聞折込（450千円）、街頭啓発等（313千円）

12,000活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 27年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

期日前投票者数 人 9,129 -

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　投票率を政治への関心度、参加度を示すバロメーターと考え、投票が行われた年度の投票率を成果
目標に設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
27年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

投票率 ％ 30.54 - 40.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 26,395 千円

事業費合計（A) 千円 26,395 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

28,115 千円 千円

28,115 千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 千円 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 千円 13,941 千円 100,673 千円

事
業
費

千円 千円

千円

100,673 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 13,941 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　投票率を政治への関心度、参加度を示すバロメーターと考え、投票が行われた年度の投票率を成果
目標に設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
27年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

投票率 ％ 46.65 - 50.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

19,000活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 27年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

期日前投票者数 人 15,889 -

目　的
（何のために）

　平成31年4月26日任期満了に伴う東広島市議会議員選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　市議会議員選挙の有権者

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　市議会議員一般選挙　定数：３０名
　　　告示日：平成３１年４月１４日　選挙期日：平成３１年４月２１日

　　　１　非常勤職員報酬（４,５９４千円）
　　　　　選挙長・投票管理者・投票立会人・期日前投票管理者・期日前・投票立会人等に
　　　　対する報酬

　　　２　期日前・当日投票事務に係る経費（２３,２１２千円）
　　　　　投票所入場券作成（1,736千円）、期日前・当日投票システム保守（794千円）
　　　　　期日前投票所ユニットハウス賃貸借（773千円）、入場券郵送代（7,640千円）
　　　　　投票所等借上料（2,726千円）、期日前投票事務臨時職員賃金（5,900千円）
　　　　　当日投票事務非常勤報酬（1,572千円）、期日前・当日投票所設営（527千円）
　　　　　投票所等事務費（1,544千円）

　　　３　ポスター掲示場設置撤去（１２,４３９千円）
　　　　　公営ポスター掲示場設置撤去費（市内512カ所）

　　　４　開票事務に係る経費（３,７７８千円）
　　　　　開票所設営撤去費（2,030千円）、交付機等点検業務（1,748千円）

　　　５　選挙啓発に係る経費（２,３４０千円）
　　　　　選挙公報作成・新聞折込（2,065千円）、選挙啓発チラシ新聞折込（165千円）
　　　　　街頭啓発等（110千円）

　　　６　選挙運動公営負担金等（５４,３１０千円）
　　　　  選挙運動用自動車（20,317千円）、選挙運動用ポスター作成（25,805千円）
【新】    選挙運動用ビラ（1,352千円）
　　　　　選挙運動用はがき（5,580千円）
　　　　　不在者投票指定施設における不在者投票に係る事務費（1,256千円）

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

事務事業名 市議会議員選挙事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 3 新規・継続 新規

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 選挙管理委員会事務局　選挙係 総合計画施策体系 2

事務事業名 参議院議員選挙事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 502 14 新規・継続 新規

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　平成31年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の公正かつ適正な管理及び執行を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　参議院議員選挙の有権者

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　非常勤職員報酬（５,８５２千円）
　　　　　選挙長・投票管理者・投票立会人・期日前投票管理者・期日前・投票立会人等に
　　　　対する報酬

　　　２　期日前・当日投票事務に係る経費（３０,６５１千円）
　　　　　投票所入場券作成（2,300千円）、入場券郵送代（7,968千円）
　　　　　期日前・当日投票システム保守（1,282千円）
　　　　　期日前投票所ユニットハウス賃貸借（1,891千円）
　　　　　投票所等借上料（1,309千円）、期日前投票事務臨時職員賃金（7,981千円）
　　　　　当日投票事務非常勤報酬（1,572千円）、期日前・当日投票所設営（527千円）
　　　　　投票所等事務費（5,821千円）

　　　３　ポスター掲示場設置撤去（９,４４５千円）
　　　　　公営ポスター掲示場設置撤去費（市内512カ所）（6,900千円）
　　　　　ポスター掲示板作成（2,545千円）

　　　４　開票事務に係る経費（１１,８０３千円）
　　　　　開票所設営撤去費（2,454千円）、交付機等点検業務（2,180千円）
【新】　　読取分類機等購入（7,169千円）

　　　５　選挙啓発に係る経費（２,４７５千円）
　　　　　選挙公報新聞折込（1,261千円）、選挙啓発チラシ作成・新聞折込（442千円）
　　　　　横断幕・懸垂幕（400千円）
　　　　　街頭啓発等（372千円）

22,000活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 28年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

期日前投票者数（県選出） 人 19,401 -

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　投票率を政治への関心度、参加度を示すバロメーターと考え、投票が行われた年度の投票率を成果
目標に設定している。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

投票率（県選出） ％ 48.42 - 50.00  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 千円

60,226 千円 千円

60,226 千円 千円

千円

千円

一般財源 千円 千円 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

千円

千円

一般財源 152,293 千円 165,866 千円 174,628 千円

事
業
費

千円 千円

979 千円

175,607 千円 千円

千円 千円
財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 152,482 千円 166,805 千円

地方債 千円 千円

千円 939 千円その他 189

達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　定員適正化計画に基づき、多様化・高度化・複雑化する行政ニーズに的確に対応できる、簡素で効
率的な行政組織の構築を目指し、職員数の適正化を図る。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値）

425活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

職員採用試験受験者数 人 387 387

目　的
（何のために）

　効率的な行政経営を実現するため、定員の適正化を推進し、人的資源の最適化を図るとともに計画
的な人材の確保に努める。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員及び採用試験受験者

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　職員採用資格試験の実施による計画的な人材確保（２,４２２千円）
　　　　（１）　平成32年度採用の職員採用資格試験の実施（役務費、委託料等：２,３０９千円）
　　　　　　　 職員定員適正化計画を踏まえ、適正配置の観点から採用数を決定し、受験者募集及び
　　　　　　各種試験（第１次～３次試験）を実施する。
　　　　（２）　育児休業代替任期付職員登録試験の実施（委託料：１１３千円）
　　　　　　　 職員の仕事と育児の両立支援及び業務の執行体制維持のため、育児休業代替任期付
　　　　　　職員登録試験を実施する。

　　　２　多様な任用形態の職員活用等（１７３,１８５千円）
　　　　　行政の組織力及び市民サービスの低下を伴わない形で組織のスリム化・効率化を進めるた
　　　　め、多様な任用形態の職員の効率的な採用と配置を行う。
　　　（任用形態：臨時職員、非常勤職員）
　　　　 （１）　臨時職員の賃金等（45,010千円、予定：255月分）
　　　　　　　  職員の病気休暇や育児（産前・産後を含む）休業、繁忙等への対応
　　　　　　　　　※各部局における、経常的補助や、一時的緊急業務への対応に要する任用は除く。
　　　　 （２）　非常勤事務嘱託員の報酬等（110,697千円、53人分）
　　　　　　　　一定の知識、経験等に基づいて処理する必要がある経常的な事務事業への対応
　　　　　　　　　※各部局における、高度な専門知識を有する非常勤特別職の任用は除く。

　　 　　　 【参考】
　　　　　　　 第3次定員適正化計画
　　　　　　　　 ○計画年度：平成28年度～平成32年度
　　 　　　　　　○計画目標：平成28年の1,259人から平成32年に20人削減し、1,239人とする。

所　属 総務部　職員課　人事係 総合計画施策体系 4

事務事業名 人事管理事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 4 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

（単位：人）
H28 H29 H30 増減累計

実績 1,259 1,256 1,252
対前年度増減 － ▲ 3 ▲ 4 ▲ 7
※各年4月1日の数値
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総務部　職員課　人事係 総合計画施策体系 4

事務事業名 職員研修事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 5 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

対　象
（誰・何を対象に）

事業の概要
及び

H31活動計画

　
　　　１　課程研修（１,７７０千円）　※人材育成の基本となる階層別研修
　　　　　職責に応じた能力を身に付けるため、経験年数や職位ごとに研修を実施する。
　　　　(1)　市主催研修（報償費・旅費：164千円）
　　　　(2)　派遣研修（旅費：1,606千円）
　　　　　　 広島県自治総合研修センターの課程研修を受講させる。
　　　２　特別研修（４,４９４千円）　※実行力を高めるテーマ別研修
　　　　(1)　市主催研修（報償費・旅費・委託料：1,649千円）
　　　　 　　女性活躍推進の取組みとして育休サポートセミナーを実施するほか、人事評価制度の
　　　　　運用に対応した評価者研修を実施するなど、職員のキャリア形成と能力開発を強化す
　　　　　る。また、次世代リーダー異業種交流研修やスマート仕事術研修など、幅広い視野と
　　　　　コスト感覚、スピード感を身に付ける研修を実施し、行政職員としての資質向上を推進
　　　　　する。
　　　　(2)　派遣研修（旅費・負担金：2,845千円）
　　　　 　　社会情勢の変化や市民ニーズの高度化及び複雑化に
　　　　  対応する高度な事務処理や専門知識を習得するため、
　　　　  各所属の要望を踏まえ、外部機関の研修に派遣する。
　　　３　人権研修（１１５千円）＜報償費・旅費・負担金＞
　　　　　人権男女共同参画課共催で、男女共同参画社会
　　　　づくりセミナーを開催するとともに、外部機関で行われる
　　　　様々な人権課題をテーマとした講座等を受講させる。
　　　４　所属研修（１９５千円）
　　　　　所属内のコミュニケーションを活性化させ、情報共有を
　　　　図るため、所属研修の実施を促すとともに、研修に必要
　　　　な資料の提供を行う。
　　　５　自己啓発促進（４１５千円）
　　　　　自主的な能力開発や政策課題研究といった、自らの
　　　　可能性を広げる意欲の高い職員を後押しし、職員全体
　　　　に刺激を与え、「自ら考え、行動し、成長する」職員、組
　　　　織へ変革するための支援を行う。
　　　６　その他需用費等（３２０千円）
　　　　　研修等に必要になる事務局費

　職員の資質及び士気の向上並びに能力開発を図るとともに、職場組織の業務遂行能力の向上及び
組織活性化を図ることにより、市民生活の向上を図る。

　市職員

610活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

527 580
市主催による特別研修受講人数
（※人事評価制度研修を除く）

人

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　研修効果については、受講職員に対するアンケートの実施や所属課に対して研修受講による行動・
意識の変化等を調査するなど、研修実施に伴う有用性・有効性の把握に努めているものの、職員が実
際に習得した度合（習熟度）を数値化することは困難な状況となっている。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
28年度 29年度 30年度 31年度 ―年度

（目標値）

 

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 8,837 千円 千円

地方債 千円 千円

千円 千円その他 1,218

9,860

2,102

11,962

千円

7,309 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 7,619 千円 千円 6,393 千円

事
業
費

千円 千円

916
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総務部　職員課　給与厚生係 総合計画施策体系 4

事務事業名 職員福利厚生事業 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 6 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般事業

目　的
（何のために）

　職場の安全衛生、職員の健康増進及び福利厚生を実施し、職務の安定と能力向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市職員

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　職場の安全衛生の確保（３,７１２千円）
　　　　(1)　産業医の設置（3,064千円）
　　　　   　産業医2人（心療内科医・内科医）を委嘱し、定期的に健康相談（月2回）を実施
　　　　　する。
　　　　(2)　安全衛生委員会の運営
　　　　   　職場における公務災害・労働災害の防止や職員の健康確保と快適な職場環境形成
　　　　　を 図るため、安全衛生委員会を運営するとともに、職場内・施設内の安全点検を実施
　　　　　する。
　　　　(3)　安全衛生に関わる研修（325千円）
　　　　 　　産業医及び安全管理者・安全衛生推進者・衛生管理者の資質向上と養成を目的と
　　　　　して、各種研修を実施する。
　
　　　２　職員の健康診断等の実施（２９,２９５千円）
　　　　(1)　健康診断の実施（7,556千円）
　　　　　　 職員の健康保持・増進を図るため一般健康診断・特殊健康診断・VDT健康診断を
　　　　　実施する。
　　　　(2)　ストレスチェックの実施（2,416千円）
　　　　　　 メンタルヘルス不調の未然防止のためにストレスチェックと高ストレス者に対する面接
　　　　　指導を実施する。
　　　　(3)　人間ドックの実施（19,323千円）
　　　  　 　職員の短期人間ドック等の受診に係る事業主負担金を負担する。
　
　　　３　健康相談と健康保持増進事業（５６３千円）
　　　　　各年代や役職に応じたメンタルヘルス研修（管理職のラインケア研修等）を実施する。
　　　　　また、産業カウンセラーによる相談（毎月2回・2人体制）や職員の健康保持にかかる健康
　　　　相談、健康づくり講座等を実施する。
【新】　　  ・ハラスメント防止研修（216千円）
　
　　　４　職員互助会の運営（３,０００千円）
　　　　　職員互助会の運営に係る経費の一部に対して、事業主負担金を負担する。

100.0

健康診断有所見者（肥満者ＢＭＩ25以上）
の割合

％ 24.3 20.0 20.0

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

職員健康診断・短期人間ドック受診率 ％ 97.4 100.0

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　健康診断や健康づくり講座を効果的に実施することにより、疾病の早期発見・早期治療に努めるとと
もに、疾病予防に向けた保健指導を行い、発症予防に努め、職員の健康管理に資する。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）
病気休暇者（連続7日以上取得
者）の人数

人 78 70 70  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 32,649 千円 36,579 千円

地方債 千円 千円

千円 1,356 千円その他 1,288 1,322 千円

36,570 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 31,361 千円 35,223 千円 35,248 千円

事
業
費

千円 千円
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２　事務事業の概要・活動計画・指標

所　属 総務部　契約課　工事契約係・物品役務係 総合計画施策体系 4

事務事業名 契約業務一般事務 ソフト

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 8 新規・継続 継続

平成 31 年度 事務事業シート 計画

一般会計

目　的
（何のために）

　建設工事や物品などの公共調達の執行にあたり、入札等の契約事務を適正かつ効率的に実施し、
各事務事業の実現に資する。

対　象
（誰・何を対象に）

　公共調達（建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、物品調達等及び委託役務）

事業の概要
及び

H31活動計画

　　　１　契約管理システム保守及び改修委託（１,７０７千円）
　　　　　入札執行や契約結果の公表等を円滑に行うため契約事務システムを導入している。
　　　　　その保守及び改修を委託し、入札・契約を適正かつ効率的に実施する。

　
　

　　　　　※　建設工事の入札実施件数について、相当数の災害復旧工事が見込まれるが件数が明ら
　　　　　　かでないため災害復旧工事は除外している。一方、一般の建設工事は２３０件程度とし、
　　　　　　前年度比70件の減としている。

　　　２　電子入札等システム利用負担金（４,１８３千円）
　　　　　電子入札のシステムは、広島県及び県内関係市町の共同利用型で運用している。
　　　　　当該経費を負担し、建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務を電子入札で執行する。
　
　　　３　入札監視委員会の運営（３０３千円）
　　　　　入札等の公正性・透明性を向上させるため、監視組織として入札監視委員会を開催する。
　　　　(1) 外部委員：５名
　　　　(2) 開催：４回

　　　４　仕様書の適正化と多様な入札制度の運用等（１,４５３千円）
　　　　(1) 適正な履行確保や品質の向上を図るため、仕様書の適正化に努める。
　　　　(2) 多様な業務に応じた入札制度を運用し、業者選定の適正性を高める。
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活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 29年度（実績） 30年度（目標） 31年度（目標）

契約課での入札契約管理件数 件 723 680

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

　公正で公平な入札契約を実施する上で、類似業務等の集約や仕様書の適正化を図りながら、契約
課での集中発注を推進し、事務の効率化を進める。

成果指標
（目標達成状況等）

【成果指標名】 単位
29年度 30年度 31年度 32年度 ―年度

（目標値）

入札事務集約率（種別毎平均） ％ 92.1 92.9 93.2  

（実績値） （目標値） （目標値） （実績値） 達成率 （目標値）

３　コスト情報
29年度（決算） 30年度（予算） 31年度（予算） 32年度（予算）

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 7,723 千円 9,459 千円

地方債 千円 千円

千円 576 千円その他 434 368 千円

7,646 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源 7,289 千円 8,883 千円 7,278 千円

事
業
費

千円 千円
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